
【様式第1号】

（単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 5,074,615   固定負債 -

    有形固定資産 1     地方債 -

      事業用資産 -     長期未払金 -

        土地 -     退職手当引当金 -

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 -     その他 -

        建物減価償却累計額 -   流動負債 5,028,773

        工作物 -     １年内償還予定地方債 -

        工作物減価償却累計額 -     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 -

        航空機 -     預り金 5,028,773

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 5,028,773

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 -   固定資産等形成分 6,053,133,781

      インフラ資産 -   余剰分（不足分） 3,057,131,862

        土地 -

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        工作物 -

        工作物減価償却累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 13,716,000

      物品減価償却累計額 △13,715,999

    無形固定資産 -

      ソフトウェア -

      その他 -

    投資その他の資産 5,074,614

      投資及び出資金 -

        有価証券 -

        出資金 -

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 5,262,176

      長期貸付金 -

      基金 -

        減債基金 -

        その他 -

      その他 -

      徴収不能引当金 △187,562

  流動資産 9,110,219,801

    現金預金 3,059,929,873

    未収金 2,230,762

    短期貸付金 -

    基金 6,048,059,166

      財政調整基金 6,048,059,166

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 - 純資産合計 9,110,265,643

資産合計 9,115,294,416 負債及び純資産合計 9,115,294,416

貸借対照表
（令和5年3月31日現在）



【様式第2号】

（単位：円）

行政コスト計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額

  経常費用 275,605,377,236

    業務費用 8,306,725,153

      人件費 1,391,705

        職員給与費 -

        賞与等引当金繰入額 -

        退職手当引当金繰入額 -

        その他 1,391,705

      物件費等 2,333,343,633

        物件費 2,330,600,434

        維持補修費 -

        減価償却費 2,743,199

        その他 -

      その他の業務費用 5,971,989,815

        支払利息 -

        徴収不能引当金繰入額 187,562

        その他 5,971,802,253

    移転費用 267,298,652,083

      補助金等 494,952,561

      社会保障給付 266,803,699,522

      他会計への繰出金 -

      その他 -

  経常収益 319,475,013

    使用料及び手数料 -

    その他 319,475,013

純経常行政コスト △275,285,902,223

  臨時損失 -

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 -

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

純行政コスト △275,285,902,223

    その他 -

  臨時利益 -

    資産売却益 -



【様式第3号】

（単位：円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

前年度末純資産残高 12,417,270,653 5,248,854,678 7,168,415,975

  純行政コスト（△） △275,285,902,223 △275,285,902,223

  財源 271,978,897,213 271,978,897,213

    税収等 155,501,543,092 155,501,543,092

    国県等補助金 116,477,354,121 116,477,354,121

  本年度差額 △3,307,005,010 △3,307,005,010

  固定資産等の変動（内部変動） 804,279,103 △804,279,103

    有形固定資産等の増加 - -

    有形固定資産等の減少 △1,942,263 1,942,263

    貸付金・基金等の増加 1,206,221,366 △1,206,221,366

    貸付金・基金等の減少 △400,000,000 400,000,000

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 △3,307,005,010 804,279,103 △4,111,284,113

本年度末純資産残高 9,110,265,643 6,053,133,781 3,057,131,862

純資産変動計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

（単位：円）

資金収支計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 275,602,159,433

    業務費用支出 8,303,507,350

      人件費支出 1,391,705

      物件費等支出 2,330,600,434

      支払利息支出 -

      その他の支出 5,971,515,211

    移転費用支出 267,298,652,083

      補助金等支出 494,952,561

      社会保障給付支出 266,803,699,522

      他会計への繰出支出 -

      その他の支出 -

  業務収入 272,296,946,731

    税収等収入 155,501,543,092

    国県等補助金収入 116,477,354,121

    使用料及び手数料収入 -

    その他の収入 318,049,518

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 △3,305,212,702

【投資活動収支】

  投資活動支出 1,206,221,366

    公共施設等整備費支出 -

    基金積立金支出 1,206,221,366

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 400,000,000

    国県等補助金収入 -

    基金取崩収入 400,000,000

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 -

    その他の収入 -

投資活動収支 △806,221,366

【財務活動収支】

  財務活動支出 -

    地方債償還支出 -

    その他の支出 -

  財務活動収入 -

    地方債発行収入 -

前年度末歳計外現金残高 5,022,210

本年度歳計外現金増減額 6,563

本年度末歳計外現金残高 5,028,773

本年度末現金預金残高 3,059,929,873

    その他の収入 -

財務活動収支 -

本年度資金収支額 △4,111,434,068

前年度末資金残高 7,166,335,168

本年度末資金残高 3,054,901,100



注　記

１．重要な会計方針

①有形固定資産等の評価基準及び評価方法

取得原価

②有形固定資産等の減価償却の方法

定額法
物品　5年

③引当金の計上基準及び算定方法

 債権の不納欠損に備えるため、長期延滞債権については個別に回収可能性を検討し、徴収不能見込額を計
上しています。

④リース取引の処理方法

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を
行っています。

⑤資金収支計算書における資金の範囲

 現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（新潟県後期高齢者医療広域連合公金運用方針におい
て、歳計現金等の保管方法として規定した預金等をいいます。）
 なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいま
す。

⑥その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

 物品については、取得価格が50万円以上の場合に資産として計上しています。
 ソフトウェアについては、単年度の取得価格が50万円以上の場合に資産として計上しています。

２．その他の注記

①対象範囲（対象とする会計名）

 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。
 ・一般会計
 ・後期高齢者医療特別会計

②出納整理期間について

 地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられているため、出納整理期間における現金の受払い
等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。

③その他財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

 消費税等の会計処理については、税込方式によっています。



附属明細書

１．貸借対照表の内容に関する明細

（１）資産項目の明細

①基金の明細 （単位：円）

新潟県後期高齢者医療広域連合
後 期 高 齢 者 医 療 財 政 調 整 基金

6,048,059,166 0 0 0 6,048,059,166

合計 6,048,059,166 0 0 0 6,048,059,166

②長期延滞債権の明細 （単位：円）

種別
貸借対照表計

上額
徴収不能引当

金計上額

前年度長期延滞債権 4,273,678 0

長期延滞債権の収納による減少 △ 805,267 0

流動資産の未収金からの振替による増加 2,075,057 187,562

長期延滞債権の不納欠損による減少 △ 281,292 0

合計 5,262,176 187,562

③未収金の明細 （単位：円）

種別
貸借対照表計

上額
徴収不能引当

金計上額

第三者納付金 60,000 0

返納金 2,170,762 0

合計 2,230,762 0

（２）負債項目の明細

①引当金の明細 （単位：円）

目的使用 その他

徴収不能引当金 0 187,562 0 0 187,562

合計 0 187,562 0 0 187,562

合計
(貸借対照表計

上額)
種類 現金預金 有価証券 土地 その他

本年度末残高

固定資産

【その他未収金】

【その他未収金】

区分 前年度末残高 本年度増加額
本年度減少額



２．行政コスト計算書の内容に関する明細

（１）補助金等の明細 （単位：円）

名称

新潟県市町村総合事務組
合負担金

新潟県市町村総合事務組
合負担金

地方公共団体情報システ
ム機構負担金

全国後期高齢者医療広域
連合協議会分担金

派遣職員人件費等負担金

新潟県保険者協議会負担
金

保険料特別補てん金

第三者行為求償事務負担
金

後期高齢者医療被保険者
証再交付経費補助金

番号制度負担金

標準システム改修共同事
業負担金（２割負担）

県財政安定化基金拠出金

特別高額医療費共同事業
拠出金

特別高額医療費共同事業
事務費拠出金

後期高齢者医療特別対策
補助金

計

区分 金額

20,000

165,978,639

そ の 他 の
補 助 金 等

32,243

33,000

45,000

494,952,561

新潟県保険者協議会 74,627

国民健康保険中央会 8,685,252

14,288,000

令和４年度新潟県保険者
協議会分担金

0
令和４年度保険料特別補て
ん金

新潟県国民健康保険団体
連合会

19,292,426
令和４年度第三者行為求
償事務負担金

令和４年度番号制度負担
金

令和４年度標準システム改
修共同事業負担金（２割負
担）

新潟県後期高齢者医療広
域連合被保険者証再交付
経費補助金

43,703,367新潟市　他28市町村

国民健康保険中央会

令和４年度特別高額医療
費共同事業事務費拠出金

新潟市　他29市町村 60,838,563
令和４年度後期高齢者医
療制度特別対策補助金

新潟県 101,469,883
令和４年度新潟県後期高
齢者医療財政安定化基金
拠出金

国民健康保険中央会 80,315,764
令和４年度特別高額医療
費共同事業医療費拠出金

令和４年度派遣職員人件
費精算

支出目的相手先

令和４年度公平委員会事
務費負担金

令和４年度非常勤職員公
務災害補償等負担金

令和４年度地方公共団体
情報システム機構負担金

令和４年度全国後期高齢
者医療広域連合協議会分
担金

新潟県市町村総合事務組
合

新潟県市町村総合事務組
合

地方公共団体情報システム
機構

全国後期高齢者医療広域
連合協議会

新潟市　他16市

国民健康保険中央会 175,797



３．純資産変動計算書の内容に関する明細

（１）財源の明細 （単位：円）

会計 区分

経常的 補助金

（２）財源情報の明細

　

４．資金収支計算書の内容に関する明細

（１）資金の明細 （単位：円）

5,751,000

一般会計

税収等

76,432,300

441,000

441,000

1,028,765,000

26,374,667,207

21,085,513,186

106,738,708,000

66,202,221

小計

療養給付費負担金

後期高齢者交付金

特別高額医療費共同事業交付金

0 1,206,221,366

317,000

0

国県等
補助金

経常的
補助金

26,479,569,000

高額医療費国庫負担金

116,476,913,121

療養給付費国庫負担金

21,866,512,506

1,219,444,398

後期高齢者医療制度円滑運営臨時特例交付金

後期高齢者医療制度円滑運営事業費補助金 9,905,000

社会保障・税番号システム整備費等補助金

156,020,375,721

5,971,515,211

その他

5,971,515,211

0

0

154,265,090,614

65,599,537,519

1,219,444,398

財源の内容 金額

1,028,324,000

1,028,324,000

事務費負担金

小計

特別調整交付金

小計

合計

保険料等負担金

合計

小計

合計

特別会計

税収等

療養給付費県負担金

高額医療費県負担金

調整交付金

後期高齢者医療制度事業費補助金

後期高齢者医療災害臨時特例補助金

貸付金・基金等の増加 1,206,221,366 0

276,492,123,589

国県等補助金

114,500,232,657

270,742,003,735

現金

要求払預金

短期投資

合計

本年度末残高

0

3,054,901,100

0

3,054,901,100

種類

地方債

0

0

金額

275,285,902,223

（単位：円）

有形固定資産等の増加 0 0 0 0

区分

純行政コスト 114,500,232,657

内訳

税収等

154,814,154,355


